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研究成果の概要（和文）：教員を対象にアレルギー疾患に関する取り組みについて調査した。その結果，(1)教
員は，自身のアレルギー疾患に関する知識と連携の有無に依存してアレルギー疾患の対応の困難感を感じている
こと，(2)学級担任のガイドライン認知度は養護教諭や栄養教諭と比べて低いこと，(3)校内研修が行われ多くの
教員が研修を通してアレルギーの知識や実技を習得していること，(4)職種に関係なくアレルギーに関する知識
や緊急時の対応の研修を求めているものの，その内容は職種によって若干異なることが明らかになった。
以上のことから，職種によりニーズが異なるため，研修の内容を見直しながら実践力を養成する必要があること
が示唆された。

研究成果の概要（英文）：Our results reveal that (1) teachers feel that dealing with allergies is 
difficult depending on their own knowledge of allergies and the presence or absence of 
collaboration, (2) class teachers are less aware of the guidelines than school nurses and nutrition 
teachers, (3) in-school training is conducted and many teachers acquire knowledge and practical 
skills regarding allergies through the training, and (4) although training on knowledge of allergies
 and emergency response is required regardless of occupation, the content of the training differs 
slightly depending on the occupation.
Our findings suggest that since needs differ depending on the occupation, it is necessary to develop
 practical skills while reviewing the content of the training.

研究分野：免疫・アレルギー

キーワード： アレルギー　学校　教員

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
アレルギー疾患に罹患した児童生徒は増加傾向にあり，学校やクラスにアレルギー疾患の子どもたちが多数在籍
しているということを前提とし学校全体としてその取り組みを進めるべきであるとされている。しかし，学校に
おいてはアレルギー疾患に対する取り組みは不十分であると言わざるを得ない点が先行研究から示唆されてい
た。本研究では，教員のアレルギーに関する基礎的な知識が不足し，教員がその知識を求めていることを見出し
た。これを改善することで，罹患児を取り巻く学校環境の中に教員が主体的に関われるようになると考えられ
た。すなわち，中核的役割を果たす機関の一つとして捉えられている学校の問題点を解決できる視点が見出せ
た。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様式Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
気管支ぜん息、アトピー性皮膚炎、アレルギー性鼻炎、アレルギー性結膜炎、花粉症、食物ア
レルギーなどのアレルギー疾患は国民病の 1つとも言われ、いまや国民の 30〜50%が罹患してい
ると報告されている。近年、長期管理薬や有効な薬剤の普及により、気管支ぜん息による死亡率
やアトピー性皮膚炎は減少傾向にあるものの、アレルギー性鼻炎や結膜炎は全年齢層で有病率
が増加しておりこの約 20 年間ではアレルギー疾患の患者数は約 2倍に増加している。このよう
な背景の中、平成 26 年 6 月 20 日に『アレルギー疾患対策基本法』が成立、6月 27 日公布され、
翌年 12 月 25 日に施行された。この法律では、第 1条で「国や自治体などの行政、医療関係者お
よび学校などの責務を明確にし、アレルギー疾患対策を総合的に推進する」ことがうたわれた。
また、国民はアレルギー疾患と罹患者に対して正しい知識と正しい理解を持つこと、学校はアレ
ルギー疾患を有する者の QOL 向上に向けて正しい理解を深めるための教育を推進する場として、
研修等を通した教員の理解、罹患児への医療的・福祉的・教育的な配慮、医療機関等との連携協
力体制の確保、および罹患児やその家族の相談の場を担う中核的役割が求められた。平成 30 年
には厚生労働省においても「免疫アレルギー疾患研究 10 カ年戦略の方向性について」が示され、
罹患者が安心できる学校の構築が指向された。 
また、文部科学省では、平成 16 年度の全国調査に基づき平成 19 年にまとめた「アレルギー疾
患に関する調査研究報告書」をもとに平成 20 年に「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガ
イドライン」を公表し全国に周知していた(20 文科ス第 339 号)が、平成 24 年には東京都調布市
でチーズ入りチヂミを食べた小学生がアナフィラキシーショックにより亡くなったことは記憶
に新しい。本件では、担任や養護教諭のアレルギー疾患に対する認識と意識の欠如等が指摘され
たが、その後も学校管理下で発生した食物アレルギー・アナフィラキシーの事故は減少していな
い。「平成 25 年度学校生活における健康管理に関する調査事業報告書」から、全国の児童生徒の
アレルギー性鼻炎、アレルギー性結膜炎、食物アレルギー、アナフィラキシーの罹患者数と割合
が平成 19 年の調査と比べ増加しており、なお一層の周知が必要である。 
また、以下のような先行研究からも、学校現場でのアレルギー疾患への対応や取り組みは十分
とは言えない。 
(1) アトピー性皮膚炎が思春期の不登校やいじめの原因になっている(片岡ら，アレルギー，
48(2-3):272，1999)。 

(2) 医薬品教育、学校環境衛生の指導・助言的立場にある学校薬剤師と学校の連携、特にアドレ
ナリン自己注射製剤の使用について不十分である(石井ら，昭和大学薬学雑誌，1(2):155-
163，2010)。 

(3) 小学校の学級担任の多くは、食物アレルギーの発症時の症状と対応に不安を持ち、学級内で
の周知も図っていない(佐久間，石原ら，茨城大学教育学部紀要，61:299-317，2012)。 

(4) 小学校教員の食物アレルギー児対応に関する不安は多岐にわたり、食物アレルギー児の症
状、管理、心理面、教育体制、およびエピペンなどで、教員に対する多面的な支援の充実を
図る必要がある(端山ら，日本小児アレルギー学会誌，31(3):268-279，2017)。 

(5) 食物アレルギーの子どもの母親は直面した不安や困難感を持ち、情報の入手、症状出現、治
療負担、学校や周囲の理解(八尾坂ら，日本公衆衛生看護学会誌，7(1):23-31，2018)、除去
食に関するストレス(池田ら，日本小児アレルギー学会誌，20(1):119–126，2006)がある。 

(6) 学校で求められるアレルギー疾患の理解と対応・配慮の知識について、養護教諭を志望する
大学生の理解度は高かったが、一般教諭を志望する学生の理解度は低い。(渡邉ら，茨城大
学教育学部紀要，69:317-326，2020)。 
以上のことから、罹患児の QOL 向上に向けて、全国的なアレルギー専門医養成と専門施設の設
置、アレルギー疾患の病態の解明など医学・医療面の向上にあわせ、教育的側面からの支援の必
要性、すなわち、中核的役割としての学校の役割が求められているが、それには罹患児や健常児、
保護者や教職員のみならず学校に関わる多職種の現状を把握し浮かびあがる課題から、それら
を包括的に捉え改善点を検討する必要がある。 
 
２．研究の目的 
アレルギー疾患対策を総合的に推進する中、学校の現状を把握し、罹患児と社会に対してアレ
ルギー疾患の中核的機関となるため問題点とその改善策、学校の優位性を検討すること。 
 
３．研究の方法 
(1) 学校でのアレルギー疾患に関する取り組みについてのアンケート調査 
2023 年２月～3月に A県内の小学校・義務教育学校、中学校、高等学校、特別支援学校におい
て管理職、学級担任、学級を担任していない教員（以下、担任外）、養護教諭、栄養教諭を対象
に実施された質問紙調査「学校でのアレルギー疾患に関する取り組みについてのアンケート調
査」の結果を使用した。 
本調査は、8,148名中5,078名（回答率62.3％）のうち不備のない4,313名（有効回答率84.9％）



を分析対象とした。 
依頼文書には、研究の目的、調査の内容、方法、調査への自由意思による参加、匿名性の確保、
結果の公表などを明記した。なお、本研究は、茨城大学教育学部研究倫理委員会の承認を得てい
る（承認番号 22P2000 号）。 
分析方法として、有意水準は５％未満とした。なお、分析には SPSS ver.28.0 を用いた。 
 
(2) 科学絵本を用いた免疫アレルギー疾患の理解促進の検討 
児童の学校生活における免疫アレルギー疾患の理解促進を目的に、免疫の仕組みを題材とし
た科学絵本を小学校の教職員に配布し、教室内などでの活用や絵本を利用したアレルギーに関
する知識の伝え方に関する Web 調査を行った。有効回答数は 34 件であった。さらに、絵本モニ
ターのうち、3名に半構造化インタビュー調査を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 学校でのアレルギー疾患に関する取り組みについてのアンケート調査 
① アレルギー対応での経験 
調査対象の教員に対し、アレルギー疾患を有する児童生徒への対応経験を尋ねたところ
52.2％の教員はアレルギー疾患への対応経験があった。そこで、アレルギー疾患の対応経験があ
る教員に対し、対応時に困った経験があるか尋ねたところ、約４割の教員が困った経験をしてい
た。困った理由として、「自身のアレルギーに関する知識が低かったため」が約半数おり、全体
で最も高い割合だった。一方、困らなかった理由として「保護者や他教員と十分な連携ができた
ため」と 6割以上が回答した。 
 
② 学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドラインの実際 
アレルギー疾患の対応経験がある教員に対し、対応する際に参考にしたものを尋ねたところ、
66.4％が「養護教諭の意見」と回答し、全体で最も高い割合であった。次いで「ガイドライン」
や「管理職」「栄養教諭」といった校内の教員の意見が参考にされていた。そこで、ガイドライ
ンの認知度（n=4,313）と読んだ経験（n=4,313）及び読んだタイミングを尋ねたところ、大半の
「養護教諭」「栄養教諭」はガイドラインを認知していたが、「学級担任」「担任外」が認知して
いた割合は半数以下であり、職種によってガイドラインの認知度に差が認められた。また、約 7
割の「養護教諭」「栄養教諭」はガイドラインを「たびたび読んだ」と回答したが、他の職種が
「たびたび読んだ」と回答した割合は１割に満たず、ガイドラインを読んだ経験にも職種間に差
が認められた。さらに、「養護教諭」「栄養教諭」は、「アレルギーの知識を得る時」にガイドラ
インを読んでいる割合が高く、「学級担任」「担任外」の約 6割は「研修会」でガイドラインを読
んでおり、ガイドラインを読むタイミングにも職種間に差が認められた。 
 

③ 教員がアレルギー疾患を学ぶ機会 
アレルギー疾患を学ぶ機会を尋ねたところ、8 割以上の「養護教諭」「栄養教諭」は大学等か
ら継続してアレルギー疾患を学んでいた。しかし、「管理職」「学級担任」「担任外」は勤務校で
学んでいる割合が高かった。また、勤務校の研修会で扱われたアレルギー疾患の約９割が「食物
アレルギー」と「アナフィラキシー」であり、その他の疾患が扱われた割合は約１割以下であっ
た。 
④ 勤務校の研修内容と教員が抱える不安 
勤務校で研修会に参加したことがある教員に対し、勤務校の研修内容について尋ねたところ、
約８割が「エピペン研修（講義＋実習）」と回答した。また、「AED を使用した心肺蘇生法」や「ア
レルギー疾患の基本的知識」といった有事に備えた訓練や知識の提供が行われていた。しかし、
アレルギー対応で不安に思っていることを尋ねると、約７割が「アレルギー疾患の症状が出た際
の対処法」と回答し全体で最も高く、「アレルギー疾患児の情報把握」や「自身の知識」にも不
安があった。また、「養護教諭」は、「自身が学校不在時の対応」や「他教員との連携」に不安が
あることも明らかとなった。 
 
⑤ 教員が知りたいこと 
教員自身がアレルギーに関する知識をもっていた方がよいと思うか尋ねたところ、99.1％が
「とてもそう思う」「少しそう思う」と回答した。また、今後のアレルギーに関する研修会で知
りたいことを複数回答可で尋ねたところ、約半数の「管理職」「学級担任」「担任外」は、「アレ
ルギー疾患の基本的知識」と回答し、「養護教諭」「栄養教諭」は 4割に満たなかった。また、「緊
急時の対応（講義＋訓練）」に関しては、約 6割の「養護教諭」、約半数の「管理職」「学級担任」
「担任外」が回答した一方で、「栄養教諭」は 4割以下であった。約 6割の「栄養教諭」が回答
した「給食時の対応」について、その他の職種が回答した割合は 4割以下であった。「近年話題
になっているアレルゲン」は、「養護教諭」「栄養教諭」の約 6割が回答していたが、その他の職
種は 4割に満たなかった。「養護教諭」は「新たな治療法」、「栄養教諭」は「多様化する病型」
への回答も高かった。今後の研修会で知りたい内容については職種間に差が認められた項目が
複数あった。 
 



(2) 科学絵本を用いた免疫アレルギー疾患の理解促進の検討 
免疫の仕組みを題材とした科学絵本について、全ての回答者が免疫に関する知識の必要性を
感じており、免疫の知識が免疫アレルギー疾患の理解や児童への指導にも役立つと回答した。免
疫の仕組みに注目した専門的な内容を扱った絵本は、教室・保健室・図書室での子供たちの閲覧
に加え、読み聞かせや授業の教材、教員間の参考資料にもなるなど、小学校現場でのアレルギー・
感染症に関わる様々な場面で、免疫の理解促進に寄与できる可能性があると考えられた。 
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